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労働法解体新書 



 労働をテーマにした法律はたくさんあります。一つ一
つの法律をひとまとめにした総称が「労働法」です。 

 労働をテーマにした一つ一つの法律を例示すると、 
 労働基準法（昭２２法４９） 
 最低賃金法（昭３４法１３７） 
 労働時間等の設定の改善に関する特別措置法（平４法９０） 
 賃金の支払の確保等に関する法律（昭５１法３４） 
 労働契約法（平１９法１２８） 
 労働安全衛生法（昭４７法５７） 
 労働者災害補償保険法（昭２２法５０） 
など、たくさんあります。    
※労働局の部署のなかでも、労働基準部の業務との関わりが強い法律を例示しています。 
 

 
 
 
 
 

  「労働法」が身体全体のこと、労働をテーマにした一つ一つ
の法律が、頭、手、足など身体の一部分と考えればイメージ
しやすいかもしれません。 

 労働者を保護するために労働法があります。労働法の知識
を身につけておくことが、みなさん自身の権利を守ることにつ
ながります。 
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 労働時間や休日、休暇、賃金（賃金額を除く）などの労
働条件の最低基準を定めた法律。 

 

 

【参考】 日本国憲法27条2項 

 賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する
基準は、法律でこれを定める。 

 賃金額の最低基準を定めた法律。 

 

 
【注】 最低賃金額は、法律で直接決められているわ
けではなく、都道府県労働局長が決定している。法律
では最低賃金額の決め方がルール化されている。 

・・・本日、詳しく触れる法律 
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 倒産に伴う未払賃金について、倒産
企業に替わって国がその一部を働く
人に支払う制度（未払賃金立替払制
度）などについて規定する法律。 

 

 企業が労働時間や休日、休暇の最低基準（＝労働基準
法）を守るだけでなく、働く人の仕事と生活の調和（ワーク・
ライフ・バランス）実現に向けた環境整備を推奨する法律。 

 

 「労働契約の原則」（法3条）等、
労働契約の基本ルールを定め
た法律。平成24年の法改正で
『無期転換ルール』が新設。 
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 労働災害を防ぐため、働く人の安全や健康（労働衛生）に関するルールを
定めた法律。企業が行う健康診断、国家資格（潜水士免許など）、メンタル
ヘルス（こころの健康）などについて規定。 

 

 労働災害に遭われた方に対する各種補償は、
労働基準法で企業に義務付けられているが、補
償額が想像を超えるケースもある。そこで、企業
が拠出する保険料をもとに国で補償を実施する
制度（労災保険制度）について規定したのがこの
法律。保険料は企業が全額拠出、働く人の保険
料負担は無い。 

 労災保険制度では、労働災害だけでなく、通勤
災害の場合にも補償される。 

 

 

 

 

 

【参考】働く人への社会保障には、労災保険のほか、雇用保険、
健康保険、厚生年金保険といったものがある。 

※ 労働保険とは、労災保険と雇用保険を総称した言葉です。保険給付は、両保険制度で別個に行われていますが、

保険料の徴収については、両保険は「労働保険」として一体のものとして取り扱われます。事業主は、労働者を一人
でも雇っていれば、労働保険に加入し、労働保険料を納付する必要があります（労働保険徴収法）。なお、厚生労働
省HPの「労働保険適用事業場検索」で必要な加入手続を済ませている企業を調べることが可能です。 
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あえて関連付けるとすると・・・ 
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万が一 

（＝労働災害に遭う） 

労働安全衛生法 

労働時間等 
設定改善法 

予防 補償 

労災保険法 

労働時間・ 
休日・休暇 

賃金支払確
保法（未払
賃金立替払
制度） 

賃金（支払方法など） 

賃金（金額） 

万が一 

（＝企業倒産） 

労働基準法 

最低賃金法（最
低賃金制度） 

労働時間・ 
休日・休暇 

賃金（支払方法など） 

賃金（金額） 

万が一 

（＝労働災害※に遭う） 

※ここでは、長時間労働による
脳･心臓疾患や精神障害を指す 

水準向上 

労働契約法 労働契約に関する基本ルール 

※ 賃金水準の向上は、労使交渉（春
闘など）によることが原則。 
※ 行政は、「中小企業賃金引上げ支
援事業」を通じた支援を実施。 
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トピック：未払賃金立替払制度 

【参考】平成25年度の立替払制度実施状況（全国） 
○企業数：2,980件 ○支給者数：37,143人 ○立替払額：151億7,329万円 
 

 万が一の事態になると、その企業の経営者の所在が知れなくなっ
たり、その企業が保有している人事労務関係の書類や資料が散
逸・滅失するケースもあります。そうすると、最悪の場合、未払賃金
の立替払が受けられなくなる場合も考えられます。ですから、普段
から、雇い主の企業から交付された給料明細書、労働条件通知書
などの書類や資料は大切に保管しましょう。また、万が一の事態の
際は、労働者名簿、賃金台帳、出勤簿、タイムカード、業務日報、
退職証明書控、解雇辞令書控など、その企業が保有している人事
労務関係の書類や資料の確保に可能な限り努めるとともに、労働
基準監督署にすぐに相談しましょう。 
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労働基準法の基礎知識 
 労働基準法は、正社員、アルバイトなどの名称を問わず全ての労働者に適用される
ルールです。 

 ここでは、労働基準法のポイントを８つに絞って説明します。 

 本日の説明では触れませんが、労働基準法のなかに、様々な特例規定や例外規定
があることには留意してください。 
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                                                             平成２５年 ３月３１日 

 那覇太郎     殿 

                           事業場名称・所在地 沖縄労働工業(株) (那覇市おもろまち2-1-1) 

      使 用 者 職 氏 名   代表取締役 沖縄花子 

契約期間 期間の定めなし、期間の定めあり（ 平成 25年 4月 １日～ 平成 26年 3月 31日） 

※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合に記入 

１ 契約の更新の有無 

 [自動的に更新する・更新する場合があり得る・契約の更新はしない・その他（   ）] 

２ 契約の更新は次により判断する。 

  ・契約期間満了時の業務量   ・勤務成績、態度    ・能力 

  ・会社の経営状況 ・従事している業務の進捗状況 

・その他（                              ） 

就業の場所  沖縄労働工業(株) 本社 

従事すべき 

業務の内容 

 製品の出荷 

始業、終業の

時刻、休憩時

間、就業時転

換((1)～(5)

のうち該当す 

るもの一つに

○を付けるこ

と。)、所定時

間外労働の有

無に関する事

項 

１ 始業・終業の時刻等 

 (1) 始業（ 9 時 00 分） 終業（ 17 時 45 分） 

 【以下のような制度が労働者に適用される場合】 

 (2) 変形労働時間制等；（  ）単位の変形労働時間制・交替制として、次の勤務時間の

組み合わせによる。 

    始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日     ） 

    始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日     ） 

    始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日     ） 

  (3) ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制；始業及び終業の時刻は労働者の決定に委ねる。 

（ただし、ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾀｲﾑ（始業） 時 分から  時 分、 

（終業） 時 分から  時 分、 

                     ｺｱﾀｲﾑ         時 分から  時 分） 

 (4) 事業場外みなし労働時間制；始業（ 時 分）終業（ 時 分） 

 (5) 裁量労働制；始業（ 時 分） 終業（ 時 分）を基本とし、労働者の決定に委ね

る。 

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条、第 条～第 条 

２ 休憩時間（60）分 

３ 所定時間外労働の有無（ 有 ， 無 ） 

休   日 ・定例日；毎週  曜日、国民の祝日、その他（         ） 

・非定例日；週・月当たり 2 日、その他（          ） 

・１年単位の変形労働時間制の場合－年間  日 

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条 

休   暇 １ 年次有給休暇 ６か月継続勤務した場合→  10 日 

         継続勤務６か月以内の年次有給休暇 （有・無） 

         → か月経過で  日 

         時間単位年休（有・無） 

２ 代替休暇（有・無） 

３ その他の休暇 有給（  なし          ） 

         無給（育児・介護休業法による休業 ） 

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条 

 

賃   金 １ 基本賃金 イ 月給（     円）、ロ 日給（     円） 

       ハ 時間給（ 700 円）、 

       ニ 出来高給（基本単価    円、保障給    円） 

       ホ その他（     円） 

       ヘ 就業規則に規定されている賃金等級等 

 

 

２ 諸手当の額又は計算方法 

  イ（皆勤手当 月5,000円 ／計算方法：欠勤なしの場合に月額固定        ） 

  ロ（通勤手当 日  200円 ／計算方法：往復1kmあたり20円。最高200円     ） 

    ハ（  手当    円 ／計算方法：           ） 

  ニ（  手当    円 ／計算方法：           ） 

３ 所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率 

    イ 所定時間外、法定超 月６０時間以内（ 25 ）％ 

              月６０時間超 （ 50 ）％ 

          所定超 （ 20 ）％ 

  ロ 休日 法定休日（ 35）％、法定外休日（ 25）％ 

  ハ 深夜（ 25）％ 

４ 賃金締切日（ 基本給 ）－毎月末日、（ 手当 ）－毎月末日 

５ 賃金支払日（ 基本給 ）－毎月10日、（ 手当 ）－毎月10日 

６ 賃金の支払方法（ 口座振替       ） 

 ７ 労使協定に基づく賃金支払時の控除（無 ，有（互助会費）） 

８ 昇給（ 有 (時期等           ） ， 無  ） 

９ 賞与（ 有（時期、金額等        ） ， 無  ） 

10 退職金（ 有（時期、金額等      ） ， 無 ） 

 

 

退職に関す 

る事項 

１ 定年制 （ 有 （ 65 歳） ， 無 ） 

２ 継続雇用制度（ 有（  歳まで） ， 無 ） 

３ 自己都合退職の手続（退職する 14 日以上前に届け出ること） 

４ 解雇の事由及び手続 

 

 

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条 

そ の 他 ・社会保険の加入状況（ 厚生年金 健康保険 厚生年金基金 その他（    ）） 

・雇用保険の適用（ 有 ， 無 ） 

・その他 

 

※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合についての説明です。 
  

 労働契約法第18条の規定により、有期労働契約（平成25年4月1日以降に開始するも

の）の契約期間が通算５年を超える場合には、労働契約の期間の末日までに労働者か

ら申込みをすることにより、当該労働契約の期間の末日の翌日から期間の定めのない

労働契約に転換されます。 

 

 

トピック：モデル労働条件通知書 
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【補足説明】  平成27年4月1日から、改正パートタイム労働法

施行規則第２条により、事業主が文書の交付などにより明示し
なければならない事項に「相談窓口」が追加されます。 
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トピック：労働契約 

（労働契約の原則）  
第三条  労働契約は、労働者及び使用者が対等の立場における合意に基づいて
締結し、又は変更すべきものとする。  
２  労働契約は、労働者及び使用者が、就業の実態に応じて、均衡を考慮しつつ
締結し、又は変更すべきものとする。  
３  労働契約は、労働者及び使用者が仕事と生活の調和にも配慮しつつ締結し、
又は変更すべきものとする。  
４  労働者及び使用者は、労働契約を遵守するとともに、信義に従い誠実に、権利
を行使し、及び義務を履行しなければならない。  
５  労働者及び使用者は、労働契約に基づく権利の行使に当たっては、それを濫
用することがあってはならない。  

（労働契約の成立）  
第六条  労働契約は、労働者が使用者に使用されて労働し、使用者がこれに対

して賃金を支払うことについて、労働者及び使用者が合意することによって成立
する。  
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注） 最低賃金には、全ての労働者とその使用者に適用される「地域別最低賃金」と特定の産業に 

  従事する労働者とその使用者に適用される「特定最低賃金」があります。 

    両方の最低賃金が同時に適用される場合には高いほうの最低賃金が適用されます。 

注） 沖縄県の26年度の効力発生日は、平成26年10月２４日です。 

年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

沖縄 606 608 610 618 627 629 642 645 653 664 677

他県の
状況

青森、岩
手、秋田と
同額

秋田と
同額

宮崎、
鹿児島と
同額

佐賀、長
崎、宮崎と
同額

鳥取、島
根、高知、
佐賀、長
崎、宮崎、
鹿児島と
同額

岩手、
高知と
同額

島根、
高知では
652円

鳥取、島
根、高知、
佐賀、長
崎、熊本、
大分、宮
崎と同額

鳥取、高
知、長崎、
熊本、大
分、宮崎と
同額

710 714 719 739 766 791 821 837 850 869 888

東京 東京 東京 東京 東京 東京 東京 東京 東京 東京 東京
神奈川

全国加重
平均額

665 668 673 687 703 713 730 737 749 764 780

最高額
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トピック：地域別最低賃金の金額推移 
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沖縄労働局長 
沖縄地方 

最低賃金審議会 

トピック：最低賃金決定の仕組み 

①諮問（７月３日） 

③答申（８月２６日） 
②引上げ額目安提示 
（７月２９日） 

中央 
最低賃金審議会 

④異議申出手続（※） 
⑤決定（９月１１日） 
⑥官報公示（９月２４日） 

諮問から答申までの間、
本審議会４回、専門部
会６回を開催 

※平成２６年度は異議申出がなかった。 

【平成２６年度の沖縄の場合】 

 地域別最低賃金については、最低賃金法に基づき、中央最低賃金審議会から
示される引上げ額の目安を参考にしながら、地方最低賃金審議会(公益代表、
労働者代表、使用者代表の各同数の委員で構成)において、 地域における（１）

労働者の生計費（注）、（２）労働者の賃金、（３）通常の事業の賃金支払能力の
実情を踏まえた審議が行われ、答申を得た後、異議申出に関する手続きを経て、
都道府県労働局長により決定されます。  （注）生活保護に係る施策との整合性に配慮するものとする。 

１０月２４日
発効 

公益代表、労働者代表、
使用者代表各５名の
委員構成 
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【補足説明】 

 ３０日以上前に予告した場合  →  解雇予告手当は不要 

 ２０日前に予告した場合     →  平均賃金の１０日分 

 １０日前に予告した場合     →  平均賃金の２０日分 

 即日解雇の場合          →   平均賃金の３０日分 
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トピック：解雇そのものを禁止している法律 
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トピック：解雇の効力 
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トピック：仕事を辞めるには（退職） 
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トピック：退職？解雇？（退職勧奨について） 
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ブラック企業 
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ブラック企業とは 

 捉え方は個人個人でまちまち。公的な定義はされていない。 

 

 
若者の「使い捨て」が疑われる企業 

 厳密な定義があるわけではないが、①長時間労働・過重労働 ②賃
金不払残業 ③職場のパワーハラスメント この３つの問題を抱えて
いる企業に行政は着目。３つのうち、労働基準法にも関わってくる問
題は①と②。 

 
 
 

「雇用環境改善に取り組んでいる企業」 

 沖縄労働局HPのトップページで、特集を組んで紹介。 
①女性活躍推進企業 ②ひやみかち健康経営宣言企業 ③若者応援企業 
 

 
 

一般社団法人沖縄県労働基準協会 
 昭和４８年設立。県内事業場が会員となり、労働者の適正な労働条件の確保、労
働災害の防止及び健康の保持・増進等を図ることに努め、労働基準法、労働安全
衛生法若しくは最低賃金法又は労働者災害補償保険法その他労働関係法令の普
及・啓発に関する事業を行うことにより、労働者の福祉の増進と生産能率の向上並
びに産業の健全な発展に寄与することを目的とする団体。会員企業一覧は同協会
HPで確認することができる。 
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職場のパワーハラスメント 

労働基準法にも関わってくる問題とはならない「職場のパワーハ
ラスメント」。それでも、全国の労働局や労働基準監督署に設置し
ている「総合労働相談コーナー」には、職場のいじめ・嫌がらせに
関する相談が多く寄せられます。まずは、相談事例から見てみま
しょう。  
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身体的苦痛を与えるもの（暴力、傷害等） 

○ 段ボールで突然叩かれる・怒鳴る 

○ 上司がネクタイを引っ張る、叩く、蹴る、物を投げる 

○ ０℃前後の部屋で仕事をさせられる 

精神的苦痛を与えるもの（暴言、罵声、悪口、プライバシー侵害、無視等） 

○ 客の前で「バカ、ボケ、カス、人としてなってない」 

○ 社長の暴言「何でもいいからハイと言え、このバカあま」 

○ 私生活への干渉 

○ 部下への非難を言うミーティングを上司が行ったケース 

○ ロッカー室冷蔵庫内の私物食品の盗みを疑われる 

○ 仕事を取り上げ、毎日「辞めてしまえ」 

○ 呼び名は「婆さん」・業務命令はいつも怒声 

○ 同僚が手や髪の毛を触る、不愉快な発言 

社会的苦痛を与えるもの（仕事を与えない等） 

○ 社員旅行参加を拒絶される 

○ 回覧物を回されない、暑気払いや忘年会によばれない 

○ 中国転勤を断ったところ、仕事を与えず小部屋に隔離 

相談事例 

※ 上記は、全国の47 都道府県労働局のうち４局で2008 年度に取り扱ったあっせん事例。
「個別労働関係紛争処理事案の内容分析－雇用終了、いじめ・嫌がらせ、労働条件引
下げ及び三者間労務提供関係－」（（独）労働政策研究・研修機構、平成22年６月）を基
に作成。 



同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係な
どの職場内の優位性を背景に、業務の適正な範囲を超え

て、精神的・身体的苦痛を与えるまたは職場環境を悪化

させる行為 

（平成24年３月 「職場のパワーハラスメントの予防・解決に向けた提言」より） 
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職場のパワーハラスメントの概念 

職場のいじめ・嫌がらせが増加傾向にある現状を踏まえ、その防止・解決に向け
て、いじめ・嫌がらせ問題への取組の在り方等について、労使、有識者及び政府
による検討を行うため、「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議」を開催。 

円卓会議は、平成２４年３月に「職場のパワーハラスメントの予防・解決に向けた
提言」を取りまとめた。 

この提言では、以下の行為を「職場のパワーハラスメント」と呼ぶことにした。 
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同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係などの 
 

職場内の優位性①を背景に、業務の適正な範囲②を超えて、 
 

精神的・身体的苦痛を与えるまたは職場環境を悪化させる行為 

【①職場内の優位性、②業務の適正な範囲 の考え方】 
 

① 「パワーハラスメント」という言葉は、上司から部下へのいじめ・嫌がらせを指して使
われる場合が多い。しかし、先輩・後輩間や同僚間、さらには部下から上司に対し
て行われるものもあり、こうした行為も含めて考える必要がある。このため、上記では
職場内の優位性を、職務上の地位に限らず、人間関係や専門知識などの様々な優
位性が含まれる趣旨を明らかにしている。 

 

② 労使が予防・解決に取り組むべき行為は、「業務の適正な範囲」を超えるもの。個
人の受け取り方によっては、業務上必要な指示や注意・指導を不満に感じたりする
場合でも、これらが業務上の適正な範囲で行われている場合には、職場のパワー
ハラスメントには当たらない。 

（平成24年１月 「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議ワーキング・グループ報告」２．（１）より） 

 



❶  暴行・傷害（身体的な攻撃） 

❷  脅迫・名誉毀損・侮辱・ひどい暴言（精神的な攻撃） 

❸  隔離・仲間外し・無視（人間関係からの切り離し） 

❹  業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制、仕事の妨
害（過大な要求） 

❺  業務上の合理性なく、能力や経験とかけ離れた程度の低い仕事を
命じることや仕事を与えないこと（過小な要求） 

❻  私的なことに過度に立ち入ること（個の侵害） 
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※これらは職場のパワーハラスメントに当たりうる行為のすべてを
網羅するものではなく、これ以外は問題ないということではない
ことに留意が必要。 

行為類型 

 どのような行為が職場のパワーハラスメントに当たりうるか裁判例等をもとに、典
型的と思われる行為類型を円卓会議が以下のとおり整理 
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あかるい職場応援団 

職場のパワーハラスメント問題の予防・解決に役立つ様々な情報を発信している
総合ポータルサイト（平成２４年１０月に厚生労働省が開設）。 

「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議」がとりまとめた「職場のパワー
ハラスメントの予防・解決に向けた提言」全文はもちろんのこと、パワーハラスメン
ト対策に取り組んでいる企業の紹介、裁判例の解説、言い方で変わる会話術、コ
ミュニケーションの取り方についての動画、広報啓発資料ダウンロードコーナー、
セミナー・イベント情報など、たくさんのコンテンツで構成されています。 

 

 

http://www.no-pawahara.mhlw.go.jp/ 
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最後に・・・ 
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http://www.mhlw.go.jp/general
/saiyo/kantokukan.html 

（注）右のパンフレット表紙は、 

平成26年度試験用のもの。 

【労働基準監督官採用試験に関する情報はこちら】 

【学生のための労働条件セミナー2014に関する情報はこちら】 
 

 http://www.tokiorisk.co.jp/seminar/20141003.html 

【パワーハラスメント対策取組支援セミナーに関する情報はこちら】 
 

 http://www.no-pawahara.mhlw.go.jp/events/index 
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御清聴ありがとうございました。 


